
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2 年度 事 業 報 告 書

盤趣堅捌匿動型L」麹壁』堕□』堕■■盤」聾LE墜壁菫塑主と匡生ユ

1 事業の成果

令和 2年度は法人の設立と及び各事業の実施のための基盤作 りに力をいれた。

ホームページによる医療情報の発信等事業を実施 した。特定非営利事業としては、その他準備段階の

ものが多く、来年度に実施、発展させる。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  410  】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

疋 私 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

粂嬬奮塁羨筐
に関する調査
及び研究事業

今年度は実施なし

一般市民、医
療従事者への
研 修 会 の 開
催、情報提供
および出版配
布な どの医療
教育事業

ホームページの作成、_ホ
ームページからの医療情
報発信

3月

事務所・

オンライ

ン

10

膠原病診

療に関わ

る医療従

事者 0-

般市民

多数 (100
人程度を
想定)

205

免疫疾患や膠
原病関連疾患

業
及啓発事

ホームペ
=ジ

の作成、_ホ

報発信 
ジからの医療情 3月

事務所・

オンライ

ン

10 一般市民
多数 (200
人程度を
想定)

205

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上L場合)

」螢ヨ腱 型測E脳ム」 盪 塑 堀 甦 豊 饉 .対国 饉 二』 幽 は 迦 墜 」 ユ 髭

4, ヨ■ ′:ヽ■ト 合 計

】ゝ  1腱
75,000

75,000正会員受取会費
賛助会員受取会費

867,300
867,300

評価益

受

事業収益
事業収益

受取利息

942.3(収

410,410
19,750

314,600
費と管理費1/2づ つ)

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

ホームページ作成料
サーパー代
ロゴ作成
会議室
駐車場代

41■ 411

30,園D
30,000

19,750
19,750と管理費1/2づ つ)

費用
.費

監事報酬
給料手当
退職給付
福利厚生

水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 免疫・膠原病に関する支援・教育 。研究のためのネットワーク

金

437,140
75,000

2

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

512.14〔

512,140【A】 資 産 合 計 ①+②

】 量 便 ( )~~葛

30,000未払金
預り金

3Q00(

長期借入金
退職給付引当金

30,CЮ

産 の 部

詞覆碩
室増減額

482_1`

512,140【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

F■■■|■■口団■FT]■■■[創 |ヨ |



令和2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

菫目 」国 二1腱秘Lユ彙」l四饉 L:腱蛯逮 ■」饉 Lユ艶
`塑

:=2●えたし :二Z

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 によっています。 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法
該当なし

(3) 引当金の計上基準
退職給付引当金

該当なし

(4) 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5) 消費税等の会計処理
該当なし

2.事 業別損益の状況

3.:施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

事 業
事業部門計 管理部門 合計科 目

教育事業 普及事業 事業

410410
75000

456890
75000

867300205205 ｎ
ｖ

ｎ
ｖ

，
“

531890 942300205205 205205

30000 30000

30000 30000

3300
19750

314600
13200

55000
4560

19750

3300
39500

314600
13200

55000
4560

1650

9875
157300
6600

27500
2280

1650

9875
157300

6600
27500
2280

205205 041( 19750 430160205205
205205 205205 410410 49750 460160

482140 482140

I 経常収益
1.

2.
3.
4.
5.

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)

人件費計
その他経費
会議費
地代家賃
ホームページ

サーバー
ロゴ作成
駐車場
その他経費計

(2)

受取会費
受取寄附金
受取助成金等
事業収益
その他収益

人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

経常費用計

当期経常増減額

内容 算定方法

該当なし
金額



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5,固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳 該当なし

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

該当なし

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

事務所費 1/2づつ

その他の事業に係る資産の状況

特になし

７

・

（０

備 考内 容

該当なし

合計

科 目 取得 減 少 滅価償却累計額

該当なし
無形固定資産

合計

有形固定資産
車両運搬具

什器備品

投資その他の資産
敷金

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に

計上 された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

貸借対照表計

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)



書式第 17号 (法第28条関係)

令和2年度 財産目録

事 業 報 告 用

単位 :円
金

:】 壼 正 の コ

437,140

437,140

75.000

75,000

販売用寄附物品

会費未収金

現金預金
手元現金

512_11顧百麗
~合

計  
「

・・①

,sr 7>

車両運搬具
事業用車両

敷 金

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

L`

512,140【A】 資 産 合 計 ①+②

-1丁
~量

便 の 日

30.000

30,000

源泉徴収税

未払金

30.面 百 否 計

~~II~・

③

長期借入金

職員

:●僣合計 ・
`D

【I

30,000【B-1】 負 債 合 計 ③+④

482,140【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

‐ ■ 困 ■■



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和2年度 年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を霊載した名簿)

壁豊 L艶屋:勤墜塾壺塑L二』盟 壺」L艶Lζ重』L二重
育・研究のためのネットワーク        ___

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

氏   名

1 (
監事

ノムラ アツシ 令和2年 12月  8日

3月  31日令和3年

年  月  日

年 月 日野村 篤史

21 監事
7l-? l\uu 令和2年  12月  8日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年   月   日陶山 恭博

3(
⌒

り監事 ,af a-( Y 令和2年 12月  8日

3月  31日令和3年

年

年

月

月

日

日上地 英司

′

4ヽ

⌒

ど里:ジ 監事
ロクタンダ リョウ 令和2年 12月  8日

3月  31日令和3年

年

年

月

月

日

日六反田 諒

5 監事

ハジ ヨウイチロウ 令和2年 12月  8日

3月  31日令和3年

年

年

月   日

月   日土師 陽一郎

61 監事

オカダ マサト 令和2年  12月  8日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日岡田 正人

7 理 :

フジタ ヨシロウ 令和2年 12月  8日

3月  31日令和3年

令和2年 12月  8日

令和3年 3月 31日藤田 芳郎

６
０ 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年   月   日

Ｑ

ν 理事・監事

年 月

月

日

日年

年   月   日

年 月 日

10 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年   月   日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法
皇四里塑墜:旦翌■髪生_____________

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

岡田正人

2

野村篤史

3

陶山恭博

4

上地英司

5

六反田諒

6

土師陽―郎

7

金下峻也

8

中井健宏

9

福井翔

10

池田行彦

11

小澤廣記

12

山口賢―


